ボランティア･市民活動振興事業助成実施要綱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人　辰野町社会福祉協議会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（趣旨）

第1条 　　この要綱は、社会福祉法人辰野町社会福祉協議会（以下「本会」という。）が、辰野町内における福祉的課題に取り組む当事者やボランティア・市民活動団体又はグループ（以下「活動団体等」という。）に対して、赤い羽根共同募金からの配分金を以ってその活動に対する助成金を交付することにより、地域福祉活動及びボランティア・市民活動振興事業の活性化を図るための必要な事項を定める。
（助成対象事業および経費）
第2条 　　当該年度（4月1日から3月31日まで）に行われ、対象となる事業と経費は次
にあげるものとする。

１）事業

　① 高齢者・児童・障がい児者・外国人等への支援や交流

  ② ボランティア・市民活動を広げるための学習会・研修会及び催し

  ③ 地域おこしや文化活動、先駆的・開拓的な事業で他のモデルとなるような事業

④ 地域の福祉課題を解決するための事業

⑤ その他、本会会長が認めるもの
2） 経費

上記の目的に該当する事業を実施する際、直接要する経費とし、別表１のとおりとする。

（助成対象にならないもの）
第3条 　　次にあげる事業及び経費については、交付対象としない。
　　
１）事業
① 他からの助成を受けている事業

② 会員及び構成員同士の親睦のみを目的とした事業
③ 政治・宗教・思想・選挙または営利を目的とした活動団体等の事業
④ 特定の個人的活動、またはそれに類する団体活動等の事業
⑤ 事業実施に十分な資金を有すると認められるなど、助成金以外の財源で実施可
能と認められる活動団体の事業
       ２）経費
　　活動団体等の日常的な経費（ガソリン代、ボランティア活動保険代、暖房費、会場使用費、飲食費等）は対象外とし、別表１のとおりとする。
（助成対象団体）
第4条 　　辰野町内における福祉的課題に取り組む当事者やボランティア・市民活動団体又は
グループとする。
（助成金額）
第5条 　　１団体１事業とし、１事業あたりの限度額は５万円とする。なお、同一事業に
　対する助成は、３年を限度とする。
　
（申請手続き）
第6条 　　助成を受けようとする団体は、ボランティア・市民活動振興事業助成金申請書（様

　式1号）に、次に揚げる書類を添えて期日までに辰野町ボランティアセンターへ提出
する。
１）活動団体等の規約、会則、又はこれに類する書類

２）活動団体等の収支予算書

３）活動団体の事業計画書

（助成決定）
第７条　　本会会長は第６条に定める申請があった場合は、ヒアリング及び赤い羽根共同募金審査委員会による審査の上、助成を決定する。
（助成金交付決定）
第８条　　本会会長は第７条により助成金の交付を決定した場合は、申請者に対し、交付決定書（様式2号）により助成金額及び支払方法など所要事項を１０日以内に通知する。
　　　　
（助成金の交付）

第９条　　交付決定を受けた団体は、概算払請求書（様式3号）を本会会長に提出する。
（事業内容の変更または中止）

第１０条　決定後の事業内容を変更する場合はボランティア・市民活動振興事業助成金変更申請書（様式4号）に記入し、事前に届け出て、承認を得ることとする。

（実績報告）
第１１条　助成金の交付を受けたものは、助成の対象となった事業が終了後、30日以内に
ボランティア・市民活動振興事業助成金実績報告書（様式5号）に次に掲げる書類を
添えて提出しなければならない。
１) ボランティア・市民活動振興事業助成金の使途に該当する全ての領収書

２）チラシ、パンフレット、写真、掲載新聞記事など実施事業に関する資料
（助成金の返還について）
第１２条　本会会長は、実績報告書に基づき、以下に当てはまるものは、確定通知（様式6号）により交付決定金額の一部取り消し、もしくは返還を求めることができる。
１）助成金を目的外に使用したとき
２）この要綱に違反したとき
３）実績額が助成金額に満たない場合

（その他）
第１３条　この要綱に定めるもののほか、活動助成に関して必要な事項は本会会長が随時決定
する。

附則
・この要綱は、平成27年4月1日から施行する。

・この要綱は、令和6年4月1日から施行する。

別表１
助成金対象・対象外経費

	項目
	助成対象経費
	助成対象外経費

	諸謝金
	講演会、講習会、研究会等の講師謝礼・人件費
	団体構成員への謝礼・人件費

	旅費
	講師の交通費・旅費
	団体構成員の交通費・旅費

	備品費
	団体構成員だけでなく、構成員以外の参加者が使用できる備品で、購入費の30％以内で上限を3万円とする
	会場に据え付け型の備品
公民館等の公共施設の備品に相当する物

	消耗品費
	事業に係る消耗品及び事業に必要な食材等の購入費
	1つあたり1万円を超えるものは備品費とする

	保険料
	行事等の参加者に対するボランティア行事用保険料
	

	通信運搬費
	切手付きハガキ代、事業関係通知等の郵送料
	電話・ＦＡＸ代


	印刷製本費
	事業に必要な書類、資料、チラシなどの印刷製本費
	

	賃借料
	機材・機器等の賃借料
	

	会場費
	事業及びその打ち合わせに係わる会場使用料（光熱費を含む）
	

	その他
	事業に必要かつ適切と認められる経費
	


※なお、対象経費については、事業報告書の提出時に添付する領収書等で確認できるものとする。
